別紙様式１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
年　　 月 　　日
長柄町長 月岡清孝 様
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　

長柄町放課後児童健全育成事業運営業務プロポーザル参加申込書

標記の業務について、プロポーザルの参加を申込みます。
また、下記事項に相違ないことを誓います。

記

・地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しない者であること。
・会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第17条の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第21条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者（会社更生法の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされた者であっても、更生計画の認可が決定された者又は再生計画の認可の決定が確定された者を除く。）であること。
・会社法（平成17年法律第86号）第475条若しくは第644条の規定に基づく清算の開始又は破産法（平成16年法律第75号）第18条若しくは第19条の規定に基づく破産手続開始の申立てがなされていない者であること。
・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号)第2条第2号に規定する暴力団及びその利益となる活動を行う者でないこと。
・本店の所在する市区町村税の未納がない者であること。
・参加申込書を提出する時点で、「令和8～9年度長柄町建設工事等入札参加資格者名簿」の委託、大分類「17　介護・保育」、中分類「03　保育業務」に登録があること。
[bookmark: _Hlk232683106]・参加申込書を提出日時点において、千葉県、東京都、埼玉県、茨城県及び神奈川県内の地方公共団体から発注を受けた次のいずれかの事業について、令和5年度から令和7年度に受託(元請)実績を有すること。
①児童福祉法(昭和22年法律第164号)第6条の3第2項に規定する放課後児童健全育成事業
②放課後こども教室
③その他児童福祉に関する事業（例:児童館・地域子育て支援拠点・放課後等デイサービス・ファミリーサポートセンターなど）
・千葉県および長柄町より指名停止を受けていないこと。
・本プロポーザルにおける提出資料及び情報について、町が情報提供や情報公開を行う場合には、資料１のとおり取り扱うことに同意する者であること。

連絡担当者　　　　　　　　　　　　
所属　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　
電話　　　　　　　　　　　　　　
ＦＡＸ

別紙様式２
年 　　月　　 日

商号又は名称
代表者名　　　　　　　　　　　 様

長柄町長 月岡清孝　　

プロポーザル参加資格確認通知書

年 　月 　日付のプロポーザル参加申込書により申請がありました次の業務に係る参加資格について、確認しましたので、通知します。



業務名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

















連絡担当者　　　　　　　　　　　　
所属　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　
電話　　　　　　　　　　　　　　　
ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　
E-Mail　　　　　　　　　　　　　　


別紙様式３

質　問　書

　　年　　月　　日　
長柄町長　月岡清孝　様

所在地
商号又は名称
代表者名

長柄町放課後児童健全育成事業運営業務に係るプロポーザルについて、下記について質問をします。

記

	質問番号
	
	プロポーザル募集要領、仕様書等の記載箇所
	

	質問内容





	質問番号
	
	プロポーザル募集要領、仕様書等の記載箇所
	

	質問内容





	質問番号
	
	プロポーザル募集要領、仕様書等の記載箇所
	

	質問内容






※枠が足りない場合、適宜広げて構いません。


別紙様式４
　　年　　月　　日　
長柄町長　　月岡清孝　様

所在地
商号又は名称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　

企画提案書


次の業務について、別添のとおり企画提案書を提出します


業務名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　























連絡担当者　　　　　　　　　　　　
所属　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　
電話　　　　　　　　　　　　　　　
ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　
E-Mail　　　　　　　　　　　　　　


別紙様式４別添
企　画　提　案　書
【作成にあたって】
・各項目は、記載欄に簡潔かつ具体的に記入してください。
・各記載欄の枠の大きさは、自由に調整してください。
・イメージ図や写真等の使用も可とします。
・文字等は11ポイントでお願いします。
※項目内容及び上記の条件が網羅されていれば、御社作成の書式で差支えありません。

	１.基本理念（A4片面1枚以内で記述してください。）

	(1) 放課後児童健全育成事業を運営するにあたっての基本理念・方針・目標・児童の健全育成・児童の人権についての理解・考え方・取組み等



	２.管理運営（A4片面3枚以内で記述してください。）

	(1) 統括責任者・職員等の配置(配置数やそれぞれの役割等)



	(2) 勤務体制(通常期、長期休業日等の配置及び勤務体制等)、バックアップ体制（当日の職員の不測の事態への対応、欠員補充等）



	(３)職員の人材確保及び育成
人材確保（有資格者、町内人材、経験者、現在勤務する支援員の継続雇用）の見込み、人材の育成方法(要員の接遇能力や専門知識の向上等)、 研修体制(研修の体制、期間と内容などの具体的提案)



	(４)個人情報保護及び情報管理体制
個人情報の適切な取扱いに対する取組みと個人情報漏洩防止策、発生した場合の対応策等



	(５)苦情解決及び苦情処理体制
　保護者等からの苦情受付け窓口、責任者の配置、苦情の解決・町への報告フロー等


	３.事業内容（A4片面3枚以内で記述してください。）

	(1) 児童の年齢・発達段階に応じた効果的・魅力的な事業


	(2) 独自プログラムやレクリエーション等の特色ある取組
地域資源を生かしたプログラムや体験学習等、長期休業中の弁当提供体制含む


	(3) 保護者との関わりや意見を反映していく体制
保護者との関わりについての具体的な取り組み、アンケートの実施・集計・公表・反映等について


	(4) 特別な配慮を必要とする児童への支援
障がい児、アレルギー、持病、家庭環境等により配慮や支援が必要な児童への対応方針や受入体制について


	(5) 学校や近隣施設、地域、行政機関等との連携、協力について具体的な取り組み（災害時・不審者発生時も含む）


	(6) ICTの活用
入退室管理システムの導入方法、保護者連絡体制、出欠管理方法等

	４.安全対策・危機管理（A4片面2枚以内で記述してください。）

	(1) 児童の健康管理、アレルギー等に関する具体的な取組み


	(2) 児童の怪我や事故発生時等に適切に対応する仕組み
応急措置、医療機関や保護者への緊急連絡、及び町への事故報告体制のフロー、保険加入等について


	(3) 防災対策及び地震・火災等の災害時、不審者等の緊急時の対応と体制


	(4) 施設の衛生・安全管理及び環境への配慮に対する取組み





別紙様式５
会　社　概　要　書
　　年　　月　　日現在
	所　在　地
	〒


	（ふりがな）
会　社　名
	


	（ふりがな）
代表者名
	

	電話番号
	

	設立年月日
	
	Ｆ Ａ Ｘ
	

	資 本 金 額
	

	役　員　数
	
	従業員数
（役員を除く）
	

	
	
	放課後児童支援員数
	

	沿　 　 革
	

	売　上　高
	令和7年度（令和　年　月　日～令和　年　月　日）：　　　　　　　　　　　　　　　　円
令和6年度（令和　年　月　日～令和　年　月　日）：　　　　　　　　　　　　　　　　円
令和5年度（令和　年　月　日～令和　年　月　日）：　　　　　　　　　　　　　　　　円

	事　業 内 容
	


別紙様式６
役　員　名　簿
　　年　　月　　日現在
	役職名
	ふ り が な
氏　　 名
	性 別　
	年 齢
	現　 　住　 　所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	




別紙様式７
類似業務実績
	受託業務名/業務内容
	契約先
	受託期間

	
	
	令和　年　月　日～
令和　年　月　日

	契約金額
	登録児童数
	平均利用児童数
	登録障がい児数
	平均利用障がい児数

	
	
	
	
	

	支援員の平均配置数（補助員含む）
	　開設日数
	運営施設数
(支援の単位数)

	障がい児利用なしの日
	障がい児利用ありの日
	
	

	
	
	
	


※類似業務の内容により、該当しない項目がある場合は記入しないこと。
※運営施設数（支援の単位）が複数の場合は、登録児童数、平均利用児童数、登録障がい児数、平均利用障がい児数、支援員の平均配置数及び開設日数が施設ごとに分かるように記入すること。
※令和5年度から令和7年度までに受託した事業から、類似業務の実績を記入すること。
※契約書のコピーを添付すること。（なお、事業者側の担当者連絡先や印影など、機密保持上または個人情報保護上必要な箇所がある場合は、該当箇所を黒塗り等でマスキングして提出しても差し支えない。）
※類似業務とは、千葉県、東京都、埼玉県、茨城県及び神奈川県内の地方公共団体から発注を受けた次のいずれかの事業となります。
①児童福祉法(昭和22年法律第164号)第6条の3第2項に規定する放課後児童健全育成事業
②放課後こども教室
③その他児童福祉に関する事業（例:児童館・地域子育て支援拠点・放課後等デイサービス・
ファミリーサポートセンターなど）


別紙様式８
見　積　書

長柄町長　　月岡清孝　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地
名　　　称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　
各年度ごとの見積金額
	総額
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	内訳
	令和８年度
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	
	令和９年度
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	
	令和10年度
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	
	令和11年度
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円



＜令和８年度内訳＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費用項目
	金額
	備考

	大項目
	小項目
	
	

	人件費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	事業費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	その他経費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	管理経費（利益含む）
	
	

	合　　　計
	
	



＜令和９年度内訳＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費用項目
	金額
	備考

	大項目
	小項目
	
	

	人件費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	事業費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	その他経費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	管理経費（利益含む）
	
	

	合　　　計
	
	





＜令和１０年度内訳＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費用項目
	金額
	備考

	大項目
	小項目
	
	

	人件費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	事業費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	その他経費
	
	
	

	
	
	
	

	管理経費（利益含む）
	
	

	合　　　計
	
	




＜令和１１年度内訳＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費用項目
	金額
	備考

	大項目
	小項目
	
	

	人件費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	事業費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	その他経費
	
	
	

	
	
	
	

	管理経費（利益含む）
	
	

	合　　　計
	
	



※費用項目名等について、必要に応じて追記・補正を可とします。
[bookmark: _Hlk115768444][bookmark: _Hlk115767957][bookmark: _Hlk115767712]※上記項目が記載されていれば御社指定様式でも可としますが、各年度の見積金額だけは
本様式に記載し、令和８年度内訳のところに「別添のとおり」と記載してください。


別紙様式９
年 　月 　日

商号又は名称
代表者名　　　　　　 様

長柄町長　 月岡清孝　　


結果通知書


　長柄町放課後児童健全育成事業運営業務について、貴社から提出のあった企画提案書
について、審査結果を次のとおり通知します


結果： 



別紙様式１０
参加申込辞退書

　年　　月　　日　
長柄町長　　月岡清孝　様

所在地
商号又は名称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


長柄町放課後児童健全育成事業運営業務プロポーザルへの参加について、下記の理由により参加を辞退します。

１　辞退理由





連絡担当者　　　　　　　　　　　　
所属　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　
電話　　　　　　　　　　　　　　　
ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　
E-Mail　　　　　　　　　　　　　　

